
 

- 1 - 

 

      特 定 非 営 利 活 動 法 人 京 田 辺 シュタイナー学 校  定 款 (改 正 後 全 文 )  

                                                                  １ ９ ９ ９ ． １ ０ ． １ ７

    

第 １章   総     則  

（名    称 ）  

第 １条   この法 人 は、特 定 非 営 利 活 動 法 人 京 田 辺 シュタイナー学 校 と称 する。  

       

（事  務  所 ）  

第 ２条   この法 人 の事 務 所 は、京 都 府 京 田 辺 市 に置 く。  

 

   第 ２章   目 的 及 び事 業  

（目    的 ）  

第 ３条   この法 人 は、地 域 社 会 に開 かれたシュタイナー学 校 を設 立 ・運 営 することを中 核 として、教 育 を  

必 要 とする人 々に対 し、ルドルフ・シュタイナーの教 育 理 念 に基 づく諸 事 業 を行 うことをもって、子 ど  

もや大 人 の全 人 的 な成 長 に寄 与 することを目 的 とする。  

       ここで言 うシュタイナー教 育 理 念 とは、芸 術 的 要 素 に満たされた教 育 の実 現 により、人 間 の成  

長 段 階 に応 じて強 い意 志 、豊 かな感 情 、伸 びやかな思 考 を養 うことを目 指 すものである。  

 

（特 定 非 営 利 活 動 の種 類 ）  

第 ４条   この法 人 は、前 条 の目 的 を達 成 するため、次 に掲 げる種 類 の特 定 非 営 利 活 動 を行 う。  

  （１）保 健 、医 療 又 は福 祉 の増 進 を図 る活 動 （一 項 ）  

  （２）社 会 教 育 の推 進 を図 る活 動 （二 項 ）  

  （３）まちづくりの推 進 を図 る活 動 （三 項 ）  

  （４）文 化 、芸 術 又 はスポーツの振 興 を図 る活 動 （四 項 ）  

  （５）人 権 の擁 護 又 は平 和 の推 進 を図 る活 動 （五 項 ）  

  （６）国 際 協 力 の活 動 （九 項 ）  

  （７）男 女 共 同 参 画 社 会 の形 成 を図 る活 動 （一 〇項 ）  

  （８）子 どもの健 全 育 成 を図 る活 動 （一 一 項 ）  

   

（事    業 ）  

第 ５条   この法 人 は、特 定 非 営 利 活 動 法 別 表 に示 される活 動 に基 づき、第 ３条 の目 的 を達 成 するため、  

次 の事 業 を行 う。  

  （１ )  特 定 非 営 利 活 動 に係 わる事 業    

     （ア）シュタイナー教 育 の理 念 に基 づく教 育 実 践 活 動   

     （イ）シュタイナー学 校 設 立 及 び運 営  

     （ウ）シュタイナー学 校 の教 員 養 成 の支 援  

     （エ）シュタイナー教 育 の啓 発 及 び調 査 ・研 究 活 動   

     （オ）その他 、この法 人 の目 的 を達 成 するために必 要 な事 業  

  

                第 ３章   運   営  

（運 営の原 則 ）  

第 ６条   この法 人 は、市 民 の自 発 的 な意 志 に基 づく非 営 利 の団 体 として組 織 され、政 府 や特 定 団 体 から  

の支 援 の上 限 を定 めることによって自 主 性 を維 持 し、経 理 を公 開 し、民 主 的 な運 営 を行 う。  

 

（運 営 規 約 細 則 ）  

第 ７条   この定 款 で定 めるもののほか、必 要 な事 項 は、運 営 規 約 細 則 で定 める。  

 

（運 営 規 約 細 則 の定 立 及 び変 更 ）  

第 ８条   運 営 規 約 細 則 の定 立 及 び変 更 は、理 事 会 で案 を作 成 し、運 営 会 議 での検 討 を経 て、総 会 の承  

認 を得 る。  

 

 

   第 ４章   会  員  ・  会  費  

（会 員の種 類 ）  

第 ９条   この法 人 の会 員 は、次 の２種 類 とし、正 会 員 をもって特 定 非 営 利 活 動 促 進 法 （以 下 「法 」という）  

上 の社 員 とする。  

     （１）  正 会 員  ：一 般 及 び団 体  

         この法 人 の目 的 に賛 同 して入 会 した個 人 及 び団 体  

     （２）  賛 助 会 員 ：一 般 及 び団 体  

         この法 人 の目 的 に賛 同 し、主 として経 済 的 な支 援 を通 じてこの法 人 の事 業 に参 画 する個 人  

及 び団 体  

 

（会 員の資 格 ）  

第 １０条  この法 人 の会 員 は、原 則 として、ルドルフ・シュタイナーの教 育 理 念 に基 づく学 校 を運 営 する者 あ  
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るいは支 援 する者 をもって構 成 する。  

 

（会 員の権 利 ）  

第 １１条  この法 人 の会 員 は、この法 人 の目 的 達 成 に必 要 な全 ての事 業 に参 加 する権 利 を平 等 に有 す

る。  

 

（会 員の義 務 ）  

第 １２条  会 員 は、この定 款 その他の運 営 規 約 細 則 を遵 守 すると共 に、この法 人 の目 的 達 成 のため必 要  

な事 業 に協 力 するものとする。  

 

（入    会 ）  

第 １３条  正 会 員 及 び賛 助 会 員 として入 会 しようとする者 は、会 員 の別 を記 載 した所 定 の入 会 申 し込 み書  

により、代 表 理 事 に申 し込 むものとする。代 表 理 事 は、申 請 者 が第 １０条に掲 げる条 件 に適 合 する  

ときには、特 に正 当 な理 由 がない限 り、運 営 会 議 での報 告 を経 て、この法 人 への入 会を認 めなけれ  

ばならない。  

 

（会  費 ）  

第 １４条  この法 人 の正 会 員 及 び賛 助 会 員 は、入 会 時 に年 会 費 を納 入 する。  

   ２  年 会 費 の種 類 は次 の通 りとし、その額 は、運 営 規 約 細 則 で定 める。  

     （１）  正 会 員 年 会 費      一 般  

     （２）  正 会 員 年 会 費      団 体  

     （３）  賛 助 会 員 年 会 費     一 般  

     （４）  賛 助 会 員 年 会 費     団 体    

 

（会 費の納 入 ）  

第 １５条  会 費 の納 入 期 日 については、運 営 規 約 細 則 で定 める。  

 

（会 費の不 返 還 ）  

第 １６条  会 員 が既 に納 入 した会 費 は、これを返 還 しない。  

 

（資 格の喪 失 ）  

第 １７条  会 員 が次 の各 号 の一 に該 当 するに至ったときは、その資 格 を喪 失 する。  

(1 )  退 会 届 の提 出 をしたとき。  

(2 )  本 人 が死 亡 し、又 は会 員 である団 体 が消 滅 したとき。  

(3 )  会 費 について、この定 款 第 １５条 に定 められた納 入 期 限 を超 え、未 納 入 通 知 後 １８０日 以 内 に納 入  

しなかった時 。  

(4 )  除 名 されたとき。  

 

（退   会 ）  

第 １８条  会 員 は、退 会 の届 けを代 表 理 事 に提 出 した上 で、退 会 することができる。  

    

（除    名 ）  

第 １９条  この法 人 は、次 の各 号 のいずれかに該 当 する会 員 を除 名 することができる。  

      この場 合 、この法 人 は、その会 員 に事 前 に弁 明 する機 会 を与 えた上 で、総 会 において３分 の２以  

上 の議 決 に基 づき除 名 することができる。  

    （１）経 費 の支 払 い、その他 この法 人 に対 する義 務 を怠 った会 員  

    （２）この法 人 の事 業 を妨 げ、又 は、妨げようとした会 員  

    （３）この法 人 の事 業 について不 正 の行 為 をした会 員  

    （４）犯 罪 その他 信 用 を失 う行 為 をした会 員  

 

   第 ５章   役     員  

（役 員の種 類 ）（法 第 １５条 ）  

第 ２０条  この法 人 は次 の役 員 を置 く。  

    （１）  理 事    ４名 以 上 １５名 以 下  

    （２）  監 事    １人 以 上 ５名 以 下  

 

（役 員の選 任 ）  

第 ２１条  理 事 及 び監 事 は、総 会 において正 会 員 の中 から選 任 する。但 し、その選 任 方 法 については、運  

営 規 約 細 則 で定 める。  

   ２  監 事 は、理 事 又 はこの法 人 の職 員 を兼 ねることはできない。（法 第 １９条 ）  

   ３  理 事 の中 からその互 選 によって、次 の役 職 者 を選 任 する。  

     （１）  代 表 理 事          １名  

         副 代 表 理 事          １名  

           （代 表 理 事 、副 代 表 理 事 は常 任 理 事 を兼 任 することができる）  

     （２）  常 任 理 事  
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        （ア）教 育 部 門 担 当 理 事     １名 以 上  

        （イ）運 営 部 門 担 当 理 事     １名 以 上  

        （ウ）事 務 局 担 当 理 事      １名 以 上  

   ４   役 員 のうちには、それぞれの役 員 について、その配 偶 者 もしくは３親 等 以 内 の親 族 が１名 を超 え  

     て含 まれ、また当 該 役 員 並 びにその配 偶 者 及 び３親 等 以 内 の親 族 が役 員 の総 数 の３分 の１を超  

     えて含 まれることになってはならない。（法 第 ２１条 ）  

 

（役 員の任 期 ）（法 第 ２４条 ）  

第 ２２条  役 員 の任 期 は、２年 とする。ただし、再 任 を妨 げない。  

２  前 項 の規 定 にかかわらず、後 任 の役 員 が選 任 されていない場 合 には、任 期 の末 日 後 最 初 の総  

会 が終 結 するまでその任 期 を伸 長 する。  

３   補 欠 のため、又 は増 員 によって就 任 した役 員 の任 期 は、それぞれの前 任 者 又 は現 任 者 の任  

期 の残 存 期 間 とする。  

４  役 員 は、辞 任 又 は任 期 満 了 後 においても、後 任 者 が就 任 するまでは、その職 務 を行 わなければ  

ならない。  

 

（欠 員 補 充 ）（法 第 ２２条 ）  

第 ２３条  理 事 又 は監 事 のうち、その定 数 の３分 の１を超 える者が欠 けたときには、遅 滞 なくこれを補 充 しな  

ければならない。  

 

（解   任 ）  

第 ２４条  役 員 が次 のいずれかに該 当 するときは、その役 員 に弁 明 の機 会 を与 えた上 で、総 会 において  

３分の２以 上 の議 決 に基 づいて解 任 することができる。  

   （１）心 身 の故 障 のため職 務 の執 行 に堪 えないと認 められるとき。  

   （２）職 務 上 の義 務 違 反 があると認 められるとき。  

   （３）その他 役 員 としてふさわしくない行 為 があると認められるとき。  

 

（理 事の職 務 ）（法 第 １６条 ）  

第 ２５条  代 表 理 事 は、この法 人 を代 表 し、その業 務 を統 括 する。  

   ２  副 代 表 理 事 は、代 表 理 事 を補 佐 し、代 表 理 事 に事 故 があるとき、又 は代 表 理 事 が欠 けたときは、  

その職 務 を代 行 する。  

   ３  常 任 理 事 は、この定 款 が定める各 部 門 の業 務 を担 当 する。  

   ４  理 事 は、理 事 会 の構 成 員 として、この法 令 ・定 款 及 び総 会 の議 決 に基 づき、この法 人 の業 務 の執  

行 を決 定 する。  

 

（監 事の職 務 ）（法 第 １８条 ）  

第 ２６条  監 事 は次 の業 務 を行 う。  

     （１）理 事 の業 務 執 行 の状 況 を監 査 すること。  

     （２）この法 人 の財 産 及 び会 計 を監 査 すること。  

     （３）前 ２号 の規 定 による監 査 の結 果 、この法 人 の業 務 又 は財 産 に関 し、不 正 行 為 又 は法 令 もしく  

は定 款 に違 反 する重 大 な事 実 があることを発 見 した場 合 には、これを総 会 、又 は京 都 府 知 事 に  

報 告 すること。  

     （４）前 号 の報 告 をするために必 要 がある場 合 には、総 会 または理 事 会 を招 集 すること。  

     （５）理 事 の業 務 執 行 の状 況 又 はこの法 人 の財 産 及 び会 計 の状 況 について、総 会 又 は理 事 会 に  

出 席 して意 見 を述 べることができる。  

                

 

（役 員の代 表 権 の制 限 ）（法 第 １６条 ）  

第 ２７条  代 表 理 事 以 外 の理 事 は、この法 人 の業 務 についてこの法 人 を代 表 しない。  

 

（顧 問 及 び特 別 顧 問 ）  

第 ２８条  この法 人 に顧 問 及 び特 別 顧 問 を置 くことができる。  

   ２  顧 問 及 び特 別 顧 問 は、理 事 会 において選 任 及 び解 任 される。  

   ３  顧 問 は、その知 識 経 験 を生 かし、この法 人 の運 営 について適 時 助 言 をする。  

   ４  特 別 顧 問 は、ルドルフ・シュタイナーの思 想 的 背 景 に基 づく知 識 経 験 を生 かし、この法 人 の運 営 に  

ついて適 時 助 言 をする。  

 

（役 員の報 酬 ）  

第 ２９条  役 員 総 数 の３分 の１以 下 の役 員 は、総 会 の議 決 を経 て、有 給 とすることができる。（法 第 ２条 第

２項 第 １号 ）  

   ２  役 員 の報 酬 については、別 途 給 与 規 定 に基 づく。  

   ３  役 員 には、その職 務 執 行 に必 要 な費 用 を弁 償 することができる。  

 

   第 ６章   教   育   部   門  
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（教 育 部 門 の設 置 ）  

第 ３０条  この法 人 は、その目 的 達 成 に必 要 な事 業 部 門 として、教 育 部 門 を設 置 する。  

 

（教 育 部 門 の運 営 ）  

第 ３１条  教 育 部 門 の運 営 は、運 営 規 約 細 則 で定 める。  

 

   第 ７章   運   営   部   門  

 

（運 営 部 門 の設 置 ）  

第 ３２条  この法 人 は、その目 的 達 成 に必 要 な事 業 を運 営 する運 営 部 門 を設 置 する。  

 

（運 営 部 門 の運 営 ）  

第 ３３条  運 営 部 門 の運 営 は、運 営 規 約 細 則 で定 める。  

 

   第 ８章   事  務  局  

 

（事 務 局 の設 置 ）  

第 ３４条  この法 人 の事 務 を処 理 するために事 務 局 を設 置 する。  

 

（事 務 局 長 及 び事 務 局 員 ）  

第 ３５条  事 務 局 には事 務 局 長 １名 、副 事 務 局 長 １名 、事 務 局 員 数 名 を置 くことができる。  

     ２  事 務 局 長 は、事 務 局 を統 括 する。  

     ３  事 務 局 長 は常 任 理 事 を兼 ねることができる。  

    ４  事 務 局 長 及 び事 務 局 員 は、理 事 会 において選 任 及 び解 任 される。  

 

（備 え付 け書 類 ）（法 第 ２８条 第 １項 ）  

第 ３６条  事 務 局 は主 たる事 務 所 において、定 款 、その認 証 及 び登 記 に関 する書 類 の写 しを備 え置 かなけ  

ればならない。  

    ２  事 務 局 は、毎 年 度 初 めの２ヶ月 以 内 に、前 年 度 における下 記 の書 類 を作 成 し、これらをその翌  

々事 業 年 度 の末 日 までの間 、主 たる事 務 所 に置 かなければならない。  

     （１）前 事 業 年 度 の事 業 報 告 書 ・財 産 目 録 ・賃 借 対 照 表 及 び収 支 計 算 書  

     （２）役 員 名 簿 （前 事 業 年 度 において役 員 であったことがある者 全 員 の氏 名 及 び住 所 又 は居 所 を  

記 載 した名 簿 をいう。）  

     （３）前 事 業 年 度 において当 該 役 員 名 簿 に記 載 された者のうち、報 酬 を受 けたことがある者 全 員 の  

氏 名 を記 載 した書 面  

     （４）前 事 業 年 度 において正 会 員 であった１０人 以 上 の者 の氏 名 （法 人 にあってはその名 称 及 び代  

表 者 氏 名 ）及 び住 所 又 は居 所 を記 載 した書 面  

 

（閲   覧 ）（法 第 ２８条 第 ２項 ）  

第 ３７条  会 員 及 び利 害 関 係 者 から前 条 の備 え付 け書 類 の閲 覧 請 求 があったときは、これを拒む正 当 な  

理 由 がない限 り、これに応 じなければならない。  

 

   第 ９章   会    議  

（会   議 ）  

第 ３８条  会 議 は、総 会 、理 事 会 、及 び運 営 会 議 の３種 類 とする。その他 、必 要 な会 議 は、運 営 規 約 細 則  

で定 める。  

    

（総 会の構 成 ）  

第 ３９条  総 会 は、この法 人 の最 高 の意 思 決 定 機 関 であって、正 会 員 をもって構 成 する。  

   ２  正 会 員 以 外 の他 の会 員 は、総 会 に出 席 し意 見 を述 べることができる。  

   ３  総 会 は、通 常 総 会 と臨 時 総 会 の２種 類 とする。（民 法 第 ６０条 、第 ６１条 ）  

 

（総 会の機 能 ）（民 法 第 ６３条 ）  

第 ４０条  総 会 は、この法 人 の運 営 に関 する次 の事 項 を議 決 する。  

     （１）  定 款 の変 更  

     （２）  解 散  

     （３）  合 併  

     （４）  事 業 計 画 及 び収 支 予 算 の決 定  

     （５）  事 業 計 画 及 び収 支 予 算 の変 更 （軽 微 なものと理 事 会 が判 断 した場 合 を除 く）  

     （６）  事 業 報 告 及 び収 支 決 算 の報 告  

     （７）  役 員 の選 任 又 は解 任 、職 務 及 び報 酬  

     （８）  年 会 費 の額  

     （９）  借 入 金 （予 算 において定めるもの及 びその事 業 年 度 内 の収 入 をもって償 還 する短 期 借 入 金  

           を除 く）  

    （10）  その他 この法 人 の運 営 に関 する重 要 事 項  
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（総 会の開 催 ）  

第 ４１条  通 常 総 会 は、毎 年 １回 開 催 する。  

   ２  臨 時 総 会 は、次 に掲 げる場 合 に開 催 する。  

     （１）理 事 会 が必 要 と認 め、招 集 の請 求 をしたとき。（民 法 第 ６１条 第 １項 ）  

     （２）正 会 員 の５分 の１以 上 から会 議 の目 的 を記 載 した書 面 により招 集 の請 求 があったとき。（民 法  

第 ６１条 第 ２項 ）  

     （３）監 事 からの招 集 があったとき。  

 

（総 会の招 集 ）（民 法 第 ６２条 ）  

第 ４２条  総 会 は、前 条 第 ２項 第 ３号 によって監 事 が招 集 する場 合 を除 いて、代 表 理 事 が招 集 する。  

   ２  代 表 理 事 は、前 条 第 ２項 第 １号 及 び第 ２号 の規 定 による請 求 があったときは、その日から３０日 以  

内 に臨 時 総 会 を招 集 しなければならない。  

   ３  総 会 を招 集 するときは、総 会 の日 時 、場 所 、及 び審 議 事 項 を記 載 した書 面 をもって、少 なくとも  

７日 前までには会 員 に対 して通 知 しなければならない。   

 

（総 会の議 長 ）  

第 ４３条  総 会 の議 長 は、その総 会 において、出 席 した正 会 員 の中 から選 出 する。  

 

（総 会の定 足 数 ）  

第 ４４条  総 会 は、正 会 員 の過 半 数 の出 席 がなければ開 会 することができない。  

 

（総 会の議 決 ）  

第 ４５条  総 会 の議 決 は、この定 款 に定 めるもののほかに、出 席 した正 会 員 の過 半 数 をもって決 し、議 長  

は正 会 員 として議 決 に加 わる権 利 を有 しない。但 し、可 否  同 数 のときは、議 長 の決 するところによ  

る。  

 

（総 会 における書 面 表 決 等 ）  

第 ４６条  やむを得 ない理 由 のため総 会 に出 席 できない正 会 員 は、あらかじめ通 知 された事 項 について書  

面 又 は電 子 メールをもって表 決 し、又 は他 の正 会 員 を代 理 人 として表 決 を委 任 することができる。  

（民 法 第 ６５条 ）  

   ２  前 項 の場 合 における前 ２条 の規 定 については、出 席 したものとみなす。  

 

（総 会の議 事 録 ）  

第 ４７条  総 会 の議 事 については、次 の事 項 を記 載 した議 事 録 を作 成 しなければならない。  

    （１）  日 時 及 び場 所  

        （２）  正 会 員 総 数 、出 席 者 数 及 び出 席 者 氏 名 （書 面 及 び電 子 メール表 決 者 にあっては、その旨 を

付 記 すること。）  

     （３）  審 議 事 項  

    （４）  議 事 の経 過 の概 要 及 び議 決 の結 果  

    （５）  議 事 録 署 名 人 の選 任 に関 する事 項  

   ２  議 事 録 には、議 長 及 びその会 議 において出 席 した正 会 員 の中 から選 任 された議 事 録 署 名 人 ２人  

以 上 が署 名 、捺 印 しなければならない。  

 

（理 事 会 の構 成 ）  

第 ４８条  理 事 をもって理 事 会 を構 成 する。  

    

（理 事 会 の機 能 ）  

第 ４９条  理 事 会 は、この定 款 に定めるもののほか、次 の事 項 を議 決 する。  

   （１）  新 たな義 務 の負 担 及 び権 利 の放 棄  

   （２）  事 務 局 の組 織 及 び運 営  

   （３）  総 会 に付 議 すべき事 項  

   （４）  総 会 の議 決 した事 項 の執 行 に関 する事 項  

   （５）  その他 総 会 の議 決 を要 しない会 務 の執 行 に関 する事 項  

 

（理 事 会 の開 催 ）   

第 ５０条  理 事 会 は、定 期 理 事 会 と臨 時 理 事 会 の２種 類 とする。  

   ２  定 期 理 事 会 は毎 年 １月 ７月 に開 催 する。  

   ３  臨 時 理 事 会 は、次 に掲 げる場 合 に開 催 する。  

     （１）代 表 理 事 が必 要 と認めたとき。  

     （２）理 事 会 が理 事 現 在 数 の３分 の１以 上 から会 議 の目 的 である事 項 を記 載 した書 面 をもって招  

集 の請 求 があったとき。  

     （３）監 事 が第 ２６条 第 １項 第 ４号 に基 づいて招 集 するとき。  

   ４  理 事 会 は、前 項 第 ３号 の場 合 を除 き、代 表 理 事 が招 集 する。  

   ５  理 事 会 を招 集 する場 合 には、会 議 の目 的 たる事 項 、日 時 、及 び場 所 を示 した書 面 により、開 催 日  
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の３日 前 までに理 事 に通 知 しなければならない。  

   ６  代 表 理 事 は第 ３項 第 ２号の請 求 があったときは、その日から１４日 以 内 に理 事 会 を招 集 しなけれ  

ばならず、代 表 理 事 がその期 間 内 にこれを行 わないときは、請 求 者 が自 ら招 集 できるものとする。  

 

（理 事 会 の議 事 ）  

第 ５１条  理 事 会 の議 長 は代 表 理 事 がこれにあたる。  

    ２  理 事 会 は、理 事 現 在 数 の過 半 数 の出 席 がなければ開 会 することができない。  

    ３  理 事 会 の議 事 は、出 席 した理 事 の過 半 数 をもって決 し、可 否 同 数 のときは議 長 の決 するところに  

よる。  

 

（理 事 会 の議 事 録 ）  

第 ５２条  理 事 会 の議 事 については、次 の事 項 を記 載 した議 事 録 を作 成 しなければならない。  

    （１）  日 時 及 び場 所  

    （２）  理 事 総 数 、出 席 者 数 及 び出 席 者 氏 名 （書 面 表 決 者 にあっては、その旨 を付  記 すること）  

     （３）  審 議 事 項  

    （４）  議 事 の経 過 の概 要 及 び議 決 の結 果  

    （５）  議 事 録 署 名 人 の選 任 に関 する事 項  

   ２  議 事 録 には、議 長 及 びその会 議 において選 任 された議 事 録 署 名 人 ２人 以 上 が署 名 、捺 印 しなけ  

ればならない。  

 

（運 営 会 議 の設 置 ）  

第 ５３条  この法 人 の運 営 を円 滑 に進 めるために、運 営 会 議 を設 置 する。機 能 及 び開 催 については、運 営  

規 約 細 則 で定 める。  

    

               第 １０章   資  産  及  び  会  計  

 

（資 産の構 成 ）  

第 ５４条  この法 人 の資 産 は、次 に掲 げるものをもって構 成 する。  

     （１）  設 立 当 初 の財 産 目 録 に記 載 された財 産  

     （２）  年 会 費  

     （３）  寄 付 金 品  

     （４）  事 業 に伴 う収 入  

     （５）  財 産 から生 じる収 入  

     （６）  その他 の収 入  

 

（資 産の管 理 ）  

第 ５５条  この法 人 の資 産 は代 表 理 事 が管 理 し、その方 法 は理 事 会 の議 決 を経 て、代 表 理 事 が別 途 定  

     める。  

    ２  この法 人 の経 費 は資 産 をもって支 弁 する。   

 

（会 計の原 則 ）  

第 ５６条  この法 人 の会 計 は、法 第 ２７条 各 号 に掲 げる原 則 に従って行 うものとする。  

 

（事 業 計 画 及 び収 支 予 算 ）  

第 ５７条  この法 人 の事 業 計 画 及 び収 支 予 算 は、総 会 の議 決 を経 て定 める。但 し、総 会 の日 まで前 年 度  

の予 算 を基 準 として執 行 し、それによる収 入 支 出 は、成 立 した予 算 の収 入 支 出 とすることができ  

る。  

   ２  前 項 の場 合 、総 会 の議 決 は、その事 業 年 度 開 始 の日から２ヶ月 以 内 に経 なければならない。この  

間 に発 生 した収 入 及 び支 出 は、新たに成 立 した予 算 に基 づくものとみなす。  

   ３  収 支 決 算 は、事 業 年 度 終 了 後 ２ヶ月 以 内 に、事 業 報 告 書 、財 産 目 録 、賃 借 対 照 表 及 び収 支 計  

算 書 とともに、監 事 の監 査 を受 け、総 会 において議 決 を経 なければならない。  

 

（事 業 計 画 及 び収 支 予 算 の変 更 ）  

第 ５８条  代 表 理 事 は、やむを得 ない緊 急 の事 情 により前 条 の事 業 計 画 又 は収 支 予 算 を変 更 しようとする  

ときは、理 事 会 の議 決 を経 なければならない。但 し，事 後 において総 会 の承 認 を必 要 とする。  

       

（収   入 ）  

第 ５９条  この法 人 の収 入 は、年 会 費 、寄 付 金 、補 助 金 、事 業 に伴 う収 入 その他 とする。     

    

（会 計 と事 業 年 度 ）  

第 ６０条  この法 人 の会 計 は、一 般 会 計 のほか、必 要 により特 別 会 計 を設 ける。  

   ２  事 業 年 度 は、毎 年 ４月 １日 に始まり、翌 年 ３月 ３１日 に終 わる。  
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第 １１章   定 款 の変 更  

 

（定 款の変 更 ）（法 第 ２５条 ）  

第 ６１条  この定 款 は、総 会 において正 会 員 総 数 の２分の１以 上 が出 席 し、その出 席 者 の４分の３以 上 の  

議 決 を経 なければ変 更 することができない。  

 

   第 １２章   解 散 及 び合 併  

 

（解   散 ）  

第 ６２条  この法 人 は、法 第 ３１条 第 １項 の規 定 によるほか、総 会 において正 会 員 総 数 の４分 の 3 以 上 の  

議 決 を経 て解 散 する。  

      

（残 存 財 産 ）  

第 ６３条  この法 人 が解 散 （合 併 又 は破 産 による解 散 を除 く。）したときに残 存 する財 産 は、法 第 １１条 第 ３  

項 に掲 げる者 のうち、総 会 で議 決 したものに譲 渡 するものとする。  

 

（合   併 ）（法 第 ３４条 ）  

第 ６４条   この法 人 が合 併 しようとするときは、総 会 において正 会 員 総 数 の４分 の３以 上 の議 決 を経 なけ  

ればならない。  

   

                      第 １３章   雑   則  

 

（公   告 ）  

第 ６５条  この法 人 の公 告 は官 報 においてこれを行 う。  

ただし、法 第 ２８条 の２第 １項 に規 定 する貸 借 対 照 表 の公 告 については、この法 人 のホームページ

に掲 載 して行 う。  

 

（委   任 ）  

第 ６６条  この定 款 に定 めるもののほか、この法 人 の運 営 に必 要 な事 項 は理 事 会 の議 決 を経 て、代 表 理  

事 が別 途 定 める。  

  

  附 則  

   １  この定 款 は、この法 人 の成 立 の日 から施 行 する。  

   ２  この法 人 の設 立 当 初 の役 員 の任 期 は、第 ２２条 第 １項の規 定 に係 わらず平 成 １３年 ３月 ３１日ま  

でとする。  

   ３  この法 人 の設 立 初 年 度 の事 業 計 画 及 び収 支 予 算 は、第５７条 第 １項 の規 定 に係 わらず設 立 総

会 の定めるところによる。  

   ４  この法 人 の設 立 初 年 度 の会 計 年 度 は、第 ６０条 の規 定 に係 わらず、成 立 の日 から平 成 １２年 ３月  

３１日 までとする。  

   ５  この法 人 の設 立 当 初 の会 費 は、第 １４条 の規 定 に係 わらず、次 に掲げる額 とする。  

     （１）正 会 員 年 会 費    １２０００円 （月 額 １０００円 ）  

     （２）賛 助 会 員 年 会 費   １２０００円 （月 額 １０００円 ）  

   ６  この法 人 の設 立 当 初 の役 員 は、次 に掲げる者 とする。（法 第 １１条 第 ２項 ）  

     代 表 理 事     津 吉   靖  

     副 代 表 理 事    中 村  重 郎  

     常 任 理 事     新 井 克 次 朗  

     常 任 理 事     脇 坂  安 郎  

     常 任 理 事     頓 宮 ほのか  

     監 事       伊 田  睦 子  

     監 事       井 畑  洋 子  

     監 事       西 村  育 子  

 

  附 則  

    この定 款 は、定 款 変 更 認 証 の日 から施 行 する。  

 

 

附 則  

    この定 款 は、定 款 変 更 認 証 の日 から施 行 する。  

 

 

附 則  

    この定 款 は、平 成 ３０年 ５月 ２６日 から施 行 する。  

 


